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アブストラクト 
年次報告書のように同一テーマで複数年に渡って毎年書かれる報告書では、各年の報告書の差

分理解が重要であり、そのために報告書全体を確認する必要がある。 
 本研究では、tf-idf の重みづけなどにより各年度の報告書からキーワードを抽出、その変化か

ら各年の差分を自動的に検出して、各報告のトピックをメタデータとして提示するシステムを開

発、実際の報告書データに適用してその有効性を示した。また、複合語対応など今後の課題を明

確にした。 
 

１．はじめに 

特定の終了期限がなく、複数年にまたがって継続

的に運営される活動では、一般に、活動固有の定型

的な年次報告書が書かれる。当事者や直接・間接的

な利害関係を有するステークホルダーにとって、年

次報告書は、活動理解のために重要であり、特に各

年報告書の差分理解が、進展理解・進捗管理に重要

である。このため既存の報告書の全体を確認する必

要がある。 
しかし、定型書式で書かれているため、各年次報

告書の差分を直感的に理解・把握することは人間に

とっては難しく、結局既存の報告書を読破して、そ

の差分すなわちトピックを認識することになる。 
本研究が課題としたのは、その労力とコスト削減

のために、複数の年次報告書の差分を自動検出して

各年報告のトピックを提示するシステムの開発であ

る。 
複数の年次報告書からキーワードを抽出してメタ

データとして付与、それらを基に文書を分類した文

書間の差異をトピックワードメタデータとした。 
開発した手法は、企業の社外標準化活動の年次報

告書に適用して、具体的な効果性を確認すると同時

に、トピック詳細の抽出性能などの新たな課題も明

確になった。 
 

２．課題解決のためのアプローチ 

2.1 提案手法の概要 

本研究では、以下の手順を採用した。 
（１） 対象とする文書群に、前処理として形態素

解析 
（２） tf-idf の重み付けなどにより、各文書のキー

ワードをメタデータとして抽出 
（３） 各文書の抽出されたキーワードの Jaccard

係数を使って、文書をクラスタリング 
（４） 分類された文書クラスタ内の各文書に特

異なキーワードをトピックとしてメタデ

ータ付与。 
その結果、各文書のトピックを文書差異として機

械的に提示することが可能となった。 
 

2.2 関連研究 

文書からの情報抽出に関する研究としては、橋本

［１］らによる新聞記事を対象に自動分類し、トピ

ックとなる社会事象を抽出、トピックの構造化によ

り課題発見を可能にする手法の開発や、張［２］ら

の大規模文書情報源からユーザの意図に合ったレコ

ードを効率的に抽出する手法の提案、川谷［３］の

文ベクトルを用いた文書集合間の差異検出法の提案、
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などがある。 
本研究は、それらの手法を組み合わせて、より高

い網羅性でトピック概要を抽出した点が異なる。 

2.3 提案手法の手順の詳細 

提案手法の手順の詳細は以下の通りである。 

(1)文書の前処理 

対象文書に対して、オープンソース形態素解析エ

ンジン MeCab を用いて、名詞のみを抽出。その際、

非自立語や数などの不要語を除去した。 

(2)キーワードの抽出 

「語の共起関係」、「語の共起関係＋idf 法」、「語の

連接頻度」の３種類のキーワード抽出手法を試行し

て、各々の抽出精度を比較した。 
① 「語の共起関係」適用： 

各語の共起する頻度をχ（カイ）二乗値を用

いて計算する手法。文書内で既決するため、

他の文書における語の出現状況を考慮しない

ため、他の文書で用いられているような一般

語も抽出される可能性がある。 
② 「語の共起関係＋idf 法」の組み合わせ適用： 

語の共起関係だけでは他の文書での出現回数

を考慮しないため、idf 値を算出して出現頻度

を算出。χ(カイ)二乗値と idf 値の乗算で重み

付けする。 
③ 「語の連接頻度」の適用： 

語の連接する頻度を算出して、頻度の高い語

に重み付けする。 
サンプル文書に適用した結果が表 1 の通りである。 
「語の共起関係」では「課題」、「議長」、「開催」

といった一般語が多く抽出されている。 
「語の連接頻度」では「ITU」に関する複合語ば

かり抽出されている。また、このサンプル文書には

「TDAG 会合」についての記述も多数あり、抽出結

果に偏りがあることを示している。 
「語の共起関係＋idf 法」は、「語の共起関係」単

体に比して、一般語が多く排除された上に、文書内

容に関して、幅広くキーワードが抽出されている。 
よって、「語の共起関係＋idf 法」が、他の文書で

の出現頻度や語の重み付けを考慮でき、幅広くキー

ワード抽出できるとして採用した。 
 
 
 
 
 
 

表 1 ３種類のキーワード抽出手法の試行結果 

 ITベンダーA社の2009年度の標準化活動報告書「3.1.4.8 ＩＴ
Ｕ－Ｄ（ＩＴＵ電気通信開発セクター） 」対象 23

①語の共起 ②共起＋idf法 ③語の連接

１ SG WTDC ＩＴＵ

２ ADT ADT テレコムアジア

３ ＩＴＵ
ＩＴＵ

ＩＴＵテレコムアジア

４ 課題 TDAG ＩＴＵ本部

５ 議長 電気通信開発 ＩＴＵテレコム

６ WTDC ＩＴＵ本部 ＩＴＵ主催

７ 開催 ＩＣＴ ＩＴＵ活動

８ 促進
中近東途上

トピックスＩＴＵテレコム
アジア

９ 電気通信開発
官民パートナーシッ
ププロジェクト

日本ＩＴＵ協会

１０ TDAG
自動翻訳システム

ＩＴＵ事務局長

 

(3)キーワードの抽出 

次に、各文書のキーワードの集合(n 個)同士の類

似度を Jaccard 係数を用いて分類して、閾値を超える

文書を同じ文書クラスタに分類した。 
文書クラスタ X, Y について X∪Y の要素を z1, 

z2,..,zn として，ベクトル x=(x1,x2,..,xn)を，xi=1 (if zi
∈X), xi=0 (otherwise)として定める． 

 ベクトル y も同様に定めると，Jaccard 係数は次

の式で算出される。 

∑∑ ⋅−+
⋅

=
yx

yx
yixi

sim ・・・・・・・・ （１） 

閾値 t を超えるものを、類似文書として同一クラ

スタに分類することにした。 

(4)各文書のトピックをメタデータとして付与 

各文書の各文書の各キーワードのdf値を計算して、

閾値 p を超える語をそのクラスタの「テーマワー

ド」として選定することにした。またテーマワード

以外の語をその重み順に各文書の「トピックワード」

として選定し、両タイプクラスタ内に共通して出現

するワードをメタデータとして各文書に付与するこ

とにした。概念を図示すると図 1 の通りである。 

テーマワード

トピックワード

 
図 1 文書クラスタ内のワードの関係 



３．検証 

3.1 検証対象データ 

提案手法は以下のデータを対象に検証した。 
(1)対象文書：ICT 企業の社外標準化活動の年次報

告書 
(2)対象年度：2003 年度から 2008 年度の 6 年間 
(3)対象文書の総数：491 文書データ 
(4)記述内容：定型化された年次報告スタイルをベ

ースに、さまざまな社外標準化活動の活動内容や参

加国際会議の内容など 
(5)分類パラメータは以下のように設定： 
- 文書当たりのキーワード数: 20 語 
- Jaccard 係数の閾値 t: 0.25 
- df 値の閾値:1.0 
対象 491 文書データ全体のキーワード抽出結果は、

表 2 の通りである。左２列は年度およびファイル名、

３列目から抽出されたキーワードのリストを示す。 
 

表 2 全体キーワード抽出結果 

 
 

抽出したキーワード の Jaccard 係数を算出して、

閾値を設けて分類すると、表 3 のように、164 の文

書クラスタに分類された。 
 

表 3 文書分類結果 

全文書ファイル
数

文書クラスター数

ファイル数別クラスター数

２ ３ ４ ５ ６

491ファイル 164クラスター 59 49 26 21 9
 

 

3.2 有効性検証 

ここでは、実際に ITU-D という国際標準化組織に

関する 2003 年度から 2008 年度の 6 年間の活動を教

師データに取り上げた。 
(1) 正解データ 
報告書内に存在する「主な活動とトピックス」と

いう項目の内容を報告筆者が意図する正解値とし、

この内容と提案手法で抽出された「トピックワード」

との一致度合いにより提案手法の有効性を評価した。 
実際に報告筆者によって記述されている「トピッ

クス概要」および「トピックス詳細」は、表 4 の通

りである。 
 
表 4.  報告書に明示された ITU-D 関連トピックス 
年度 トピックス概要 トピックス詳細

2003 •主な活動はSG、TDAG 日本テレコム、東海大学と情報提供・収集

•世界情報社会サミットに提言 開発途上国のICTプロジェクトのインフラ開発へ
の資金供与の必要性を提言

2004 •主な活動はSG、TDAG ルーラル通史について、日本のセクターメンバと
してラポーター会合の開催協力

2005 •世界電気通信開発会議開催（2006年3月カター
ル国ドーハ市）

規制改革のプログラム 、電気通信ネットワーク
／技術プログラム 、ｅ－戦略プログラム、料金
／財政問題のプログラム 、人材開発 、後発開発
途上国（LDC）及び小島嶼開発途上国（SIDS）向
け特別プログラム が議題

•SG定例会議への参画

2006 •世界電気通信開発会議開催（2006年3月カター
ル国ドーハ市）

•SG定例会議への参画

2007 •世界電気通信開発会議開催（2006年3月カター
ル国ドーハ市）

•SG定例会議への参画

2008 •ITUテレコムアジア2008に参加 WiMAX、LTE基地局、パケットオプティカルネッ
トワークのパネル展示

•SG2会合の開催 自動翻訳の活用、専門家会合運営方法の改善等に
ついて、寄書を提出

•TDAG会合の開催 官民パートナーシップによるプロジェクト（中近
東途上国へのワイヤレスプロジェクト）の推進、
人材育成の継続、緊急通信への取り組み等の課題
に言及

•WTDC2010開催の準備プロセス 自動翻訳システムを活用し、電子メールで非公式
だが円滑な意見交換を提案

 
 

(2) 提案手法による実験結果 

実験対象全体の 491 文書データを提案手法で処理

して、「テーマワード」に「ITU-D」を含む文書クラ

スタを選択。その文書クラスタの年度別の「トピッ

クワード」は表 5 の通りとなった。 
 
表 5 ITU-D の 6 年分の「トピックワード」 

テーマワード ITU-D、WTDC、ATU-D、電気通信開発、TDAG、実行部門、局長

トピックワード 2003 2004 2005 2006 2007 2008

Detailsww 開発途上 開発途上 プログラム ラポータ ITU

開発途上 セクターメンバ 世界電気通信開発
会議

ラポータ SG ITU本部

先進 SG 中心メンバー 世界電気通信開発
会議

世界電気通信開発
会議

ICT

ICTプロジェクト 中心メンバー SG SG プログラム 中近東途上

Detailswww est プログラム セクターメンバ 開発途上 官民パートナープ
ロジェクト

ntt 最終報告 行動計画 行動計画 行動計画 自動翻訳システム

SG orporation 援助 途上 途上 電子メール

中心メンバー ルーラル通信 運用計画 職員 職員 開発途上

最終報告 遠隔医療 職員 カタール セクターメンバ 契約形態

資金 活動計画 組織ITU ドーハ テレセンター 途上

民間部門 加入 電気通信開発アドバイザ
リーグループ

テレセンター プロジェクト実施ウィルコム

インフラ開発 Telegraph 研究委員会 プロジェクト実施回線交換 世界電気通信開発
会議

比較プライオリティー公共部門 遠隔医療 回線交換 戦略プログラム アラブ市区事務所

2009 C:\fujitsu_dICSCA ANSI JAMP ANSICMF RockwellAu化学物質 Bosch トレードマーNAM Siemens 鬼丸 本件 照会 Rockwell マイアミ会議マイアミ Munich AMT 日本開催 EnnoLeiss
2009 C:\fujitsu_dDr ETRI 韓国 TTA RapportuerASTAP総会Ho JoonWonLeKunMOON KT 小山 田中 ASTAP JoonguParkベトナム NICT 将来システ太平洋地域APTSG アジア
2009 C:\fujitsu_d平成 消費 評価部会 調査審議 知的基盤整JIS 政策 分野横断 国内システ標準化知識適合 常設 標準部会 ?A消費 任意 技術専門委JISマーク制国際専門委配慮 委員会
2009 C:\fujitsu_dinstac stdz INSTAC jsa JSA 調査研究 or 業務連絡 五十嵐達治自主事業 出向 InformationStandardiza内部機関 情報技術標経済産業省調査研究事IT標準化戦JIS管理委員XBRL
2009 C:\fujitsu_dCENELEC情実行委員会IEC上層対応SMB対応委IEC上層委員CB会議 CB JISC 欧州電気標APC総会 IECパリ大会IEC大会日本MSB委員候PACT委員 SMBSB SMB文書処アジア会議上層委員 中長期検討募集活動
2009 C:\fujitsu_d標準化推進日時 講演 CIAJ NEC小沼 キムアジア太サイエンスパトゥーレ事務丹教授 広崎 日本ＩＴＵ協松下常務 武市常務理津川精一 演題 稲村顧問C鳥越国際機場所 富士通小森情報通信ﾈｯ
2009 C:\fujitsu_d相互接続試hats ciaj HATS 通信機器 IMTC 情報通信機ファクシミリ機種 講演 CEATECJA概要ISDN 通信機器メPBX ロゴ 転送 端末 Internationaオリ コンファレン
2009 C:\fujitsu_dAJ 日本ITU協会季刊英文情招致 ITUジャーナ参事会員会各種活動 エッセイシリ日本社会 ITU 研究集会活情報通信関最高レベル評議委員会小森シニアNewBreezeituaj 概要電気通発見 先だって実務
2009 C:\fujitsu_dPLC-J PLC技術 owerline 高速ＰＬＣ PLC 地方 ＩＥＥＥ アクセスＰＬCEATEC 広報活動 会員向けメ普及広報 活動組織 運営委員会普及広報専展示 標準仕様 PLC装置 設立メンバ松下電器産
2009 C:\fujitsu_dＩＰＡ ＳＥＣ 強化推進委タスクフォーipa sec ソフトウェアソフトウェア組込み 以後 非公開JasP著作扱い IPA eb SEC組込み概要ソフトウ設立検討タ高まり 転載 SECホームペ
2009 C:\fujitsu_d知的財産推知的財産委ICT標準化 部会 事業戦略 経団連 常務 吉田執行 戦略シンポ日本経団連日本経団連経済産業省政府支援 提言 企画部会国戦略部会著組織知的財野間口三菱センター 国際標準化
2009 C:\fujitsu_d主査 SG 委員 ｾｷｭﾘﾃｨｿﾘ 和ー田統括部関連 joho tsusin 早稲田大学ITU-T部会岩渕本部 中後部長 ﾈｯﾄﾜｰｸｼｽﾈｯﾄﾜｰｸｿﾘｭ東京大学 専門委員 横山担当部モバシス IPTV ITU-T部会部
2009 C:\fujitsu_dｼｽﾃﾑ ｿﾘｭｰｼｮﾝ SWG 配下 評議 氏名所属 改定 電子投票 標準制定 一郎 廃止 ネソリ 経営執行 近間輝美 気候変動専常務 ICT 気候変動専取扱い TTC標準分
2009 C:\fujitsu_d事 電波 放送分野 調査検討 電波利用シ通信 調査研究 標準規格 コンサルティ利用 久 関連外国機利用技術 当該権利所電波利用 調査 事業 当該標準規規格会議 当該
2009 C:\fujitsu_dJEITA規格 標準化事業電子情報技政府施策 電子情報技作成協力 専門標準化国内審議団各種規定 国内外標準審議システ技術交流 調査研究開分野 JEITA 派遣 国際標準化国際電気標政策提言 環境対策
2009 C:\fujitsu_dipsj ITSCJ itscj IPSJ ts itn 情報規格調or 情報処理学情報規格調規格賛助 意思決定 regulate 規格入手方国際規格 代表機能 情報技術関関口正裕 IECJTC 委任
2009 C:\fujitsu_dSC 専門委員会文字 文字コード IECJTC ISO 文字集合 符号 IEC 編集 漢字部分 配下 担当 SORT照合順国際文字コ活動SC 照合順番Wソート 主担務 照合順序
2009 C:\fujitsu_dWG SC システム生委員会主査委員会主査工業研究所イノベーショソリューショ委員会主査慶應義塾大名古屋 フィールド FSMSG委員ODPSG主査SDEM SIビジネス インフラサーエキスパーエキスパーエキスパー
2009 C:\fujitsu_dIEC Part InformationISO 認証基準 Securitytec標準 ガイドライン情報セキュ情報セキュWG 接続仕様 策定中 情報セキュプライバシーセキュリティその他WG 暗号アルゴsecurity SC
2009 C:\fujitsu_dMPEG 符号 IEC オーディオ符ISO 策定議長 CfP Germany 動画 AVC IDCT 取得 収束 CfE DAV MediaValueMPEGeXtenRepresentaItaly Part
2009 C:\fujitsu_d記念 INTAP 五十嵐ｼﾆｱシニアエキス事後評価分情報家電基ソ事 統合リモートNEDO INTAP解散デジタル情報事業運営 技術委員会編集委員会研究評価委解散 実働部隊 編集委員会INTAP組織OSMIC企画
2009 C:\fujitsu_d委員会参加標準化テー活動費用負ビジネス推随時 アイテム ノウハウ承継皆様 総務省所管全社スタンダ社外 共通課題 役割政府大推進活動 政府連携 業界企業 標準化人材中身 ＩＣ 人材育成
2009 C:\fujitsu_dTF グリーンIT 環境企画統グリーンIT連環境負荷効炭素 測定 タスクフォーデータセンタマーケティン他社活動情先進環境技基盤研究所標準化グリ環境ソリュー環境技術統省エネ推進省エネ推進社内環境負考察
2009 C:\fujitsu_dスタンダードセミナー スタンダード実施結果実主眼 事業本部向受講対象 技術経営戦概要技術 開発担当 国際標準化幹部社員 講師 モバシス向講師小森秀講師野田 習得 エンジニア 開発部門 YRPセンター
2009 C:\fujitsu_d川崎地区 下田憲次 下期 講座 手続き 実務 実績上期 ?A実施 ?B実施 取り扱い 上記基礎 社内 他社特許調参加了解 実績報告 標準技術 特許教育 基礎 講師 特許プール
2009 C:\fujitsu_dpolicy 日本経団連conformity keidanren meti 育成 files 社外教育 継承 go japanese 標準化人材pdf standards 人材育成 共有 スタンダードmail 標準化活動情報共有
2009 C:\fujitsu_dOSE NGN OpenServicNGNOSE サービス部openenv 配備 ngn イネ オープンサーサードパーテブラ アプリケーシイネーブラ SDP 要求条件文Parlay ドラフト勧告勧告草案 NGNリリース
2009 C:\fujitsu_dIncrementaISP Part IEC ISO Guidelinesfシリーズ NWI OGC 英国政府 SC itSMF ITIL integratedimFullProfileSPrimaryPro SecondaryPTaxonomy マネジメント展開ISO
2009 C:\fujitsu_d国家標準 国家規格 業界標準 JFTT 標準化行政ＳＡＣ 全国 国家標準化国務 制定 SAC FCH 自治 工業和信 CCSA FRDC 企業標準 公布 技術要求 関係行政主
2009 C:\fujitsu_dFGICT 気候変動 CC FGStudyGr FG開催 ITU-T部会情報通信審情報通信技寄与 TTC TF 情報通信技FG CC下 WGエディタエネルギーオフィススペ国際電気通広島会合 業務効率
2009 C:\fujitsu_dhp news story cnet fy japan newsroom ent HP articles hpinfo pr info article atmarkit 売上 nikkeibp EDS IBM プリンタ
2009 C:\fujitsu_d知的財産 Qualcomm WCDMA標準事件 パテントプーパテントポリ声明 Broadcom 共通パテンパテントポリ特許調査 特許声明 IEC RAND条件 ISO 係争事例 実態 現状 課題 認知
2009 C:\fujitsu_dFeeder 箱根 SPAG イタリア SMB委員 Directives SMB対応委OSI アドホック会POSI ワシントン 懇親 ベルギー Forum SMB会議 化学物質使彼ら 枠組ガイドラJNC 幹事
2009 C:\fujitsu_d受賞理由 日本ITU協会国際活動奨受賞 功績 放送分野 発展 情報通信 国際協力 ITU関係 フォトニクス世界情報社国際協力活基本宣言 富士通研究広帯域伝送授与 津田俊隆 発展向上 目的達成



3.3 評価 

「正解データ」との一致は、表 6 の通りである。 
 点線で囲んだ部分が「トピックワード」として

一致した部分、 
 実線で囲んだ部分が「テーマワード」と一致し

た部分 
である。 
なお、資金、プログラムなどの「抽象的な語」の

一致は除外した。 
 

表 6 評価（「トピックワード」との一致） 

年度 トピックス概要 トピックス詳細

2003 •主な活動はSG、TDAG 日本テレコム、東海大学と情報提供・収集

•世界情報社会サミットに提言 開発途上国のICTプロジェクトのインフラ開発への資金供
与の必要性を提言

2004 •主な活動はSG、TDAG ルーラル通信について、日本のセクターメンバとしてラポー
ター会合の開催協力

2005 •世界電気通信開発会議開催（2006年3月カタール国
ドーハ市）

規制改革のプログラム 、電気通信ネットワーク／技術プロ
グラム 、ｅ－戦略プログラム、料金／財政問題のプログラ
ム 、人材開発 、後発開発途上国（LDC）及び小島嶼開発
途上国（SIDS）向け特別プログラム が議題

•SG定例会議への参画 なし

2006 •世界電気通信開発会議開催（2006年3月カタール国
ドーハ市）

2005と同じ

•SG定例会議への参画 なし

2007 •世界電気通信開発会議開催（2006年3月カタール国
ドーハ市）

2005と同じ

•SG定例会議への参画 なし

2008 •ITUテレコムアジア2008に参加 WiMAX、LTE基地局、パケットオプティカルネットワークのパ
ネル展示

•SG2会合の開催 自動翻訳の活用、専門家会合運営方法の改善等につい
て、寄書を提出

•TDAG会合の開催 官民パートナーシッププロジェクト（中近東途上国へのワイ
ヤレスプロジェクト）の推進、人材育成の継続、緊急通信
への取り組み等の課題に言及

•WTDC2010開催の準備プロセス 自動翻訳システムを活用し、電子メールで非公式だが円
滑な意見交換を提案  

実際の活動報告書の「トピックス概要」において

は、2003 年度から 2008 年度の全 13 項目中 10 項目

（76.9％）において「教師データ（正解データ）」と

「トピックワード」との一致がみられた。 
「トピックス詳細」においては、2003 年度から

2008 年度で全 10 項目中 4 項目（40％）において「ト

ピックワード」との一致がみられた 
 

3.4 考察 

「トピックス概要」については、本提案手法によ

って、トピックワードとしての抽出が高い網羅性を

もってなされた。 
「トピックス詳細」については、抽出性能は劣っ

ていた。 
提案手法によって選出されなかったトピックとし

ては、例えば「テレコムアジア 2008」のようにトピ

ックであるにも関わらず、文書内での出現回数が少

なかったものや、ＳＧ２（Sub Group 2）のようなあ

らゆる複合語を作る語があった。後者は「SG2 会合」

と「SG2」を別のものとして扱ってしまっているの

で、語の意味的な同値性を考慮した対策を講じる必

要がある。 
 

４．結論 
本論の結論としては、各文書から抽出したキーワ

ードをもとに、文書間差異をトピックワードとして

検出する手法を提案した。 
提案手法を実際にシステムとして実装し、IT 企業

の「社外標準化活動年次報告書」という実データを

用いて実験を行った 
トピックの概要については高い網羅性をもったト

ピックワード抽出がなされた。 

５．今後の展望 
トピックワード選定の精度向上のために、2 つの

アプローチが考えられる。 
キーワード抽出の向上については、語の意味的な

考慮を加えた新たな手法の組み合わせを追求するこ

とである。 
文書クラスタリングと文書間の差異検出について

は、設定した閾値の最適化や、新たなクラスタリン

グ手法の導入が考えられる。 
引き続き、実データを活用して、継続研究してい

きたい。 
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